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３．２．３ 長時間地殻変動からみた首都圏下の地殻構造調査研究 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 
関東地域南東部の過去３００万年間の地殻上部変動経過を復元し、それをもたらしたプ

レート運動を最近１００万年間にしぼって数値実験を通じて解明する。本研究の成果は、

個別研究テーマ「制御震源を用いた地殻構造探査」で目的としている地殻と沈み込むプレ

ートの相互作用について明らかにするもので、スラブ内変形についても拘束条件を与える。 
 
(b) 平成２１年度業務目的 
房総半島周辺の地質データを収集し、取得した浅海地震探査データの解釈を高度化し、

長期間の垂直地殻変動を求める（データ班（Ｄ班））。 
また、長期間地殻変動をシミュレートするプログラムを完成させ、伊豆半島の衝突に伴

う地殻変動の数値実験を行う（シミュレーション班（Ｓ班））。 
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(2) 平成２１年度の成果 

(a) 業務の要約 

1)a)昨年度（平成 20 年度）に行った内房沿岸部海上反射法探査のデータの処理とプロフ
ァイルの作成は今年度（平成 21 年度）前半に終了した。その結果、浅海域には予想以
上に広範囲に新期（100 万年前以降）海溝斜面堆積物（豊房層群）が堆積しており、そ
の構造ならびに現深度から 100万年前以降の垂直変動量が房総半島南部ならびに周辺海
域でどのように変化しているかを面的に明らかにした。 
1)b)最近 1 万年スケールの隆起変形データ取得には効率的かつ高精度の高度測量が可能
なリアルタイムキネマティック（RTK）GPS システム（Leica GPS900）を導入し、こ
れを用いた高精度測量を房総半島南部周辺で行った。これに基づき、とくに縄文海進期

（約 7000 年前）以降の変位分布図が更新された。特筆すべき成果は、最近 7000 年間の
累積隆起量は房総南端で 30m を超え（従来は 25m 前後）、北へ顕著に傾動すること、下
総／上総の地形・地質境界は非地震性／地震性地殻変動の境界にほぼ一致することであ

る。合理的な上盤プレートの変形モデル構築のためにこれらの成果を S 班へ提示した。 
2)昨年度開発した、日本列島周辺のプレート間の力学的相互作用による長期地殻変動の
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計算プログラムに、関東地方の地殻変動に多大な影響を及ぼしていると考えられる、伊

豆・小笠原島弧の衝突の効果を取り入れた。島弧衝突の効果は、衝突域のプレート境界

上に定常的なすべり速度の欠損を与えることにより表現した。計算の結果、房総半島南

部と関東山地～赤石山地の隆起、関東平野中央部の沈降（関東造盆地運動）という、関

東地方の長期地殻変動の基本パターンが再現された。 
 
(b) 業務の成果 

1) 関東地方の過去 300 万年間の地殻上部変動経過の復元 

a) 房総半島南部東京湾側浅海域における反射法地震探査（BOSO2008） 

昨年度（平成 20 年度）に行った内房沿岸部海上反射法探査によって得られた反射法断面
には付加体を覆う海溝斜面堆積層が明瞭にイメージングされている。現段階では海溝斜面

堆積層を直接掘削したデータが存在しないため、陸域で観察される海溝斜面堆積層（千倉

層群（300～130 万年前）、豊房層群下部（100～70 万年前）、豊房層群上部（70～30 万年
前）の P 波速度と対比させて、反射断面の解釈を行った。千倉層群については海域での分
布が広くないので垂直変動データを獲得するのは難しい。しかし、豊房層群下部について

は浅海域で広く追跡される。同層群下部底面はおよそ 100 万年前なので、陸域における同
底面高度と比較すると、おおよその垂直変動量を推定できることになるであろう。今後は

海水準変動評価も行いつつ、豊房層群下部底面＝100 万年前、同層群上部底面＝70 万年前、
同層群上部上面＝30 万年前を基準面とする垂直変動量マップを陸域と浅海域をつなげて
製作する。このマップは S 班に送られることになる。 
b) リアルタイムキネマティック GPS システムによる 7000 年前の旧汀線高度分布の測量 
 隆起速度の早い南関東地域の海岸部では，10 万年スケールの海成段丘地形が侵食により
消失していることが多いため、別の地形指標を用いて地殻の上下変動量に関する情報を補

足する必要がある。南房総海岸部では、結果として早い隆起速度を生み出すプレート間地

震による完新世離水海岸地形や完新世海成段丘の発達が顕著である。氷河性海面変動によ

る完新世海進は約 7000 年前にピークを迎え、現在の海面とほぼ同じ高度に達したことが
知られているので、それぞれの旧汀線高度を現在までの累積隆起量として利用することが

できる。1980～1990 年代の完新世海成段丘群の分類・高度測定に関する成果は，Ota et 
al.(1987)１）

  
、小池・町田(2001)２）

  
に集約されたが、その後最高位海成段丘（旧汀線）の位

置と高度に関する新知見（石田，2001３）
  
；宍倉・宮内，2001４）

  
）については更新がなされ

ていない。最近の知見によれば、断片的であるが約 7000 年前の旧汀線は従来より高位に
あり、かつ内房と外房における段丘対比に誤りがあるらしい（宇野ほか，2007）５）

  
。これ

らに基づき、今回は約 7000 年前の最高位旧汀線の位置を現地において再認定し、その高
度について RTM-GPS を用いた高精度測量を行った。その結果、房総半島南端部において
外房地域（平磯地区）ならびに内房地域（館山加賀名地区）において、最高位旧汀線はそ

れぞれ標高 34m 前後，31m 前後にあることがわかり、従説（25m）を大きく超えること
が明らかとなった（図 1）。これにより 1 万年スケールでの地殻上下変位量が更新され、房
総半島側の方が相模湾岸の大磯丘陵よりも隆起が大きく累積していることがはっきりした

（図 2）。よって、相模トラフで起こるプレート間地震による地殻変動累積過程についても
再検討する必要がある。 
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2) 伊豆小笠原弧の衝突にともなう関東地方の長期地殻変動シミュレーション 

a) 島弧の衝突による長期地殻変動モデルの構築 
現在、プレート境界形状とプレート相対運動は、地震学的、測地学的観測によって正確

に求められている。このため、一般的にプレート内変形は、プレート境界におけるプレー

ト間の力学的相互作用を与えれば、連続体力学の境界値問題として解くことができる。プ

レート間の力学的相互作用は、プレート境界面における接線方向の変位の食い違い運動（断

層すべり運動）によって合理的に表現される（Matsu’ura and Sato, 1989）６）

  
。地質学的

な時間スケールにわたるプレート間相互作用による変形速度場は、プレート境界面上のス

テップ的なすべりに対する応答関数の粘性緩和解（時間無限大の解）により得られる（Sato 
and Matsu’ura, 1988）７）

  
。 

上記の考え方にもとづき、昨年度業務においては、日本列島周辺の四つのプレート間の

プレート沈み込み運動による関東地方の長期地殻変動を計算するプログラムを開発した。

リソスフェア－アセノスフェア構造として弾性－粘弾性二層構造媒質を考え、CAMP 標準モ
デル（Hashimoto et al., 2004）８）

  
によるプレート境界形状を用いた（図 3）。また、プレ

ート境界面上のすべり速度分布は、プレート運動ベクトルをプレート境界面上に投影する

ことによって得られる（Hashimoto et al., 2004）８）

  
。プレート運動モデルとしては、

NUVEL-1A モデル（DeMets et al., 1994）９）

  
を用いた（図 4 (a)）。プレート境界面上の微

小面におけるすべりに対する応答関数として、内部力源の一般的な表現であるモーメン

ト・テンソルによる弾性／粘弾性層構造媒質の内部変形場の表現式（Hashima et al., 2008）
１０）

   
を用い、これをプレート境界面上にわたって数値積分した。 
本年度業務においては、この計算プログラムに伊豆小笠原弧の衝突の効果を取り入れた。

大陸あるいは島弧の衝突は、大陸性地殻の浮力により深部に沈み込めないでいるというこ

とである。上に述べた境界値問題的なアプローチにおいては、衝突が起きている地域では、

プレート運動モデルによるすべり速度に欠損が生じている（図 4 (b)）という事実を単に与
えればよい（Takada and Matsu’ura, 2004１１）

   
; Hashimoto and Matsu’ura, 2006１２）

   
）。 

長期的なすべり速度欠損分布を知るためには、少なくとも 1 回の地震繰り返し間隔期間
の観測が必要であり、もちろん現在までの観測では得られていない。そこで、いくつかの

衝突条件を考え、それぞれの場合について得られた上下変動の計算結果を 1)における観測
で得られた変動データと比較することにより、最適な衝突条件を推定する。衝突を規定す

るパラメーターとして、衝突領域の幅と方向および衝突率があげられる。本年度は、まず

伊豆小笠原弧の衝突が引き起こす変動パターンの基本的な性質を調べるため、衝突領域の

幅と方向の影響について検討した。変形運動の計算にあたって必要となるすべり速度分布

の離散化については、昨年度業務で検討したプレート沈み込み運動のみによる変形運動の

計算の場合と同様の条件で安定的に計算できることを確認した。 
 

b) 島弧衝突による変形運動パターン 

図 5 に衝突が全く起きていない場合の垂直変動パターンを示した。この図からは、定常
的な沈み込み運動によって赤石山地、房総半島南部で隆起が起きていることが分かる。一

方、沈み込むフィリピン海プレート側は沈降し、その沈降域は東京湾付近にまで及んでい
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る。 
図 6 には、衝突の方向が同じ場合の衝突領域の幅の違いによる変動パターンの違いを示

した。衝突が起きているときに共通して見られる特徴は、赤石山地に形成される隆起域が

衝突域の陸側に広がり（関東山地）、房総半島南部の隆起域も強くなることである。衝突が

起こっていない場合（図 5）では、平野部の沈降域は沈み込むプレート側の沈降域の延長
として現れていたが、衝突が起きている場合は、平野部の沈降運動が強められて、平野部

に中心を持つようになる（関東造盆地運動）。そして、衝突領域の幅が大きくなると、赤石

山地、房総半島南部の隆起域はそれぞれ西と東に追いやられる。この図からは、衝突は、

伊豆半島地塊のみにとどまらず、島弧地殻の見られる広い範囲にわたって起きている可能

性を示唆している。Hashimoto and Matsu’ura（2006）１２）

   
によれば、衝突によりプレー

ト境界におけるすべり運動として解消されないプレート収束運動は、プレート内部での変

形により解消される。したがって、首都圏下の地震活動という観点から見た場合、衝突領

域が伊豆半島域にとどまらず、隣接する関東地震、東海地震の震源域にまで及んでいると

いうことは重要な意味を持っている。 
図 6 では、衝突が北米－フィリピン海プレート相対運動の方向に沿った領域で起きてい

る場合を示している。しかし、衝突はプレート境界域の物性に依存するために、衝突は、

特に関東のような複雑なプレート間相互作用が起きているところでは、必ずしもプレート

相対運動に沿って起こっているとは限らない。しかも、本州島弧内で起きている内部変形

はプレート間の相互作用自体に影響を与えうる。この影響を簡単に見積もるために、衝突

領域の方向を変化させて、その影響を検討した。 
図 7 では衝突領域の方向の違いによる変動パターンの違いを示した。図 7 (a)は伊豆小笠

原弧の配列に沿った方向、図 5(b)は北米－フィリピン海プレートの運動方向（図 6 (b)と同
じ）、図 7 (c)はユーラシア－フィリピン海プレートの運動方向の場合のそれぞれの上下変動
パターンである。衝突方向が北よりの場合（図 7 (a)）赤石山地の隆起は強まるが、沈降域
の中心は相模湾に位置する。衝突方向が北西の場合（図 7 (b), (c)）に沈降の中心が平野部
に位置し、関東造盆地運動が再現されることがわかる。また、房総半島南部の隆起域は、

衝突域のすぐ外側で衝突領域の方向に沿うように形成されている。衝突方向が北西よりの

場合、房総半島だけでなく三浦半島も隆起域となることがわかる。 
 
(c) 結論ならびに今後の課題 

D 班は取得した浅海地震探査データの解釈を試み、浅海域における 100 万年前、70 万
年前、30 万年前の３基準面における海溝斜面堆積層の深度分布を得た。今後は陸域データ
の再検討を行い、海水準変動も考慮しながら、陸域―浅海域での垂直変動マップ作成へと

向かう。また、最近 1 万年スケールの隆起変形データ取得には効率的かつ高精度の高度測
量が可能なリアルタイムキネマティック（RTK）GPS システム（Leica GPS900）を導入
し、これを用いた高精度測量を房総半島南部周辺で行った。これに基づき、とくに縄文海

進期（約 7000 年前）以降の変位分布図が更新された。 
S 班は、日本列島周辺のプレートの沈み込み運動と伊豆小笠原弧の衝突による関東地方

の長期的地殻変動を計算するプログラムを完成させた。伊豆小笠原弧の衝突にともなう地

殻変動の数値実験を行い、房総半島南部と関東山地～赤石山地の隆起、関東平野中央部の
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沈降（関東造盆地運動）という、関東地方の基本的な変動パターンを再現した。 
今後は D班が得た関東地方の長期地殻変動データと S班による衝突シミュレーションの

結果を比較することにより、伊豆小笠原弧の最適な衝突条件を求め、最近 100 万年間にお
ける関東地方の垂直変動量変遷のシミュレーションを行う。 
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学会誌・雑誌等における論文掲載 

  なし 
 
マスコミ等における報道・掲載 
なし 
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(f) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

なし 

 
2)ソフトウエア開発 

なし 

 
3) 仕様・標準等の策定 

 なし 
 
(3) 平成２２年度業務計画案 

D 班は豊房層群下部底面＝100 万年前、同層群上部底面＝70 万年前、同層群上部上面
＝30 万年前を基準面とする垂直変動量マップを陸域と浅海域をつなげて製作する。同時に、
最新期堆積作用と現地形形成との接合をはかり、最新地殻変動様式がいつまで遡れるかに

ついての詳細な検討を行う。さらに、長期間の垂直地殻変動に関する地質学的データ・変

動地形データ・測地的データから知られる変形様式や変位速度について検討を S 班ととも
に行う。 
本年度業務により、日本列島周辺のプレート沈み込みと伊豆小笠原弧の衝突による関東

地方の長期地殻変動の計算が可能となり、衝突領域の幅と方向の違いによる関東地方の変

動パターンについての検討から、伊豆小笠原弧の衝突が関東地方の地殻変動に与える影響

についての基本的な理解が得られた。この知見をもとに、平成 22 年度は、D 班が得た地
質学的、変動地形学的観測による関東地方の垂直変動データと比較し、まずは衝突領域の

幅と方向を拘束する。さらに、プレート境界域の地震活動、測地学的データを検討するこ

とにより、衝突率分布を決定し、現実的な伊豆小笠原弧の衝突モデルを提示する。以上で

得られたモデルをもとに、最近 100 万年間における関東地方の垂直変動量変遷のシミュレ
ーション計算を開始する。 
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図 1 完新世最高位旧汀線の位置と高度分布 

 

 
図 2 海成段丘の高度分布（左 125ka,右 7ka） 

 

 
図 3．CAMP 標準モデル（Hashimoto et al., 2004）による日本列島域の三次元プレート
境界形状 



 
 

 157

 

   
(a)     (b) 

図 4. (a) NUVEL-1A モデル（DeMets et al., 1994）によるプレート境界面上のすべり速度
分布 (b) 関東地方におけるすべり速度分布。衝突領域（青線の間）の外側は NUVEL-1A
モデルから求められるすべり速度を与える。衝突領域の内側はすべり速度が欠損している。 

 

 

 

図 5. 関東地方周辺のプレート沈み込み運動による垂直変動分布（mm/yr）。伊豆小笠原弧
の衝突の効果は含まれていない。赤線は北米－フィリピン海プレート境界面、緑線は太平洋

－北米プレート境界面を表す。 
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(a)     (b)     (c) 

 

図 6. 関東地方周辺のプレート沈み込み運動と伊豆小笠原弧の衝突による垂直変動分布
（mm/yr）の衝突領域の幅による違い。それぞれ衝突の方向は北米－フィリピン海プレート
の相対運動に沿っている。2 本の青線の内側で衝突が起こっている。赤線は北米－フィリピ
ン海プレート境界面、緑線は太平洋－北米プレート境界面を表す。 

 

   

(a)     (b)     (c) 

 

図 7. 関東地方周辺のプレート沈み込み運動と伊豆小笠原弧の衝突による垂直変動分布
（mm/yr）の衝突領域の方向による違い。それぞれ衝突領域の方向は、(a) 伊豆小笠原弧
の配列に沿った方向、(b) 北米－フィリピン海プレートの相対運動に沿った方向、(c) ユー
ラシア－フィリピン海プレートの相対運動に沿った方向。2 本の青線の内側で衝突が起こっ
ている。赤線は北米－フィリピン海プレート境界面、緑線は太平洋－北米プレート境界面を

表す。 
  

 


